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会派視察

宮城県、東日本大震災、復旧・復興

雄勝町では、複雑な入り江を持つリアス式海岸に、復興事業で建造された防潮堤の高さは約 

10mあります〇美しし'漁村であり、兀々街があった場所からは海は見えなくなり、震災後に町に 

戻ることを諦めた住民が多くなったとお聞きしました。一方、住民の合意形成に時間をかけ堤防 

を丘陵型にし、街自体をその上に再建させている気仙沼市の沿岸部には賑わいを感じました。 

他方、宮城県多賀城高校では、防災の取り組みを理系の切り口で教育現場に落とし込んでいたこ 

とに感心いたしました。地球科学•気象学•都市工学•公衆衛生学などなどです。「火災旋風と 

気圧傾度カの関係性」「線状降水帯と地形との関係」について、災害科学科のチームの箜表資料 

も素晴らしかったです。このような取り組みは、南海トラフ地震の対策に積極的である高知県の 

県立学校でも、実現できるのではと考えます。

子育て支援

共働き家庭への子育て支援

共働き家庭の増加を背景に、子育て家庭は地域との結びつきが薄くなり「孤立」するという問 

題があります。そこで、地域からの孤立を防ぎ地域社会全体で子育てを支援する体制の構築が求 

められています。

乳幼児健診

厚生労働省の調査では、子どもへの虐待による死亡事例の4割がT歳未満である検証結果が報告 

されています。乳幼児健診は、子だけでなく親への支援に向けた大事なアプローチ手段となり、 

さらに切れ目ない体制が整うことにより、養育者の不安解消に繋がります。

県内では、「1歳6ヶ月児健診」と.「3歳児健診」だけでなく、1ヶ月児健診がスタートしまし 

た。また、5歳頃は言語の理解能力や社会性が高まり、発達障害等が認知されやすい時期であり、 

5歳児健診の必要性が指摘をされ、県内全市町村での実施が期待をされています。

保健師の偏在

保健師の業務は、母子保健だけでなく、コロナ禍には大変大きな役割を果たしました。しかし 

ながら、県内の市町村に所属する保健師の数は、比率で見ると偏在が見られます。結果として、小 

規模自治体では対応が必要と判断された当事者であっても、大規模自治体に引つ越した場合、必 

要な支援が行き届かないことが懸念されています。保健師は県民の保健福祉に寄り添う存在であ 

り、県にはその存在意義を再認識してもらい対応に期待をします〇



障害の有無に関わらない共生社会の推進

精神障害者への医療費助成の創設に向け

これまでは「親が子の養育義務を負うのは当然」との想いから、家族の障害を公表することに 

も積極的ではなかったとお聞きします。この度、勇気を振り絞り家族会として意思を一つにし、 

果敢に行動に移されたご家族の皆様の想い、そして県に提出された13,086筆の県民の署名の重み 

を知事は重く受け止めなければなりません。

精神障害者の精神科と一般療養への医療費による支出と、就労の困難さによる経済的困窮に対 

し、県行政としての支援に向けた関係者会議が設置されました。どのような答申がなされるか 

は、関係者会議で議論する上で、県の姿勢が注視されています。

日下川放水路の天端露出

県に誠意ある対応を求める

社会資本整備が有すべき公共性、公益性と、地域の思いに対ずる行政のあるべき姿勢が求めら 

れています。

いの町大内地区は、多くの住民が仁淀川の伏流水を生活用水として恩恵にあずかる地域であ 

り、トンネル掘削によって渇水の心配もある中、全国でも類を見ない狭い箇所、この場所であれ 

ば400メートルに満たないエリアに日高村からの3本の放水路への協力がなされました。64年前 

に県単独で整備をされました1本目の放水路が、その16年後、いの町大内地区を流れます中の谷 

川の川底から現れ、堰となり河川の流下を阻害している状況となっております。その露出した1 
本目の放水路には経年変化が見られ、洪水時に土石流もしくは流本により放水路上部が破損した 

場合、內部を流れる水が噴出し、大内地区のみならず:波川地区を含む仁淀川下流域右岸一帯が、 

水没のおそれがあり、住民の不安払拭に向け一刻も早い対応が求めています。

伐期を迎えた林業振興

県施策に疑問符

『高知県では、皆伐・は再造林(再植林)経費を到底賄えず;林業は成立しない。間伐・による木 

材の安定供給体制の構築を目指していく。』(15年前の誕告書より要約)とあります。

*1全ての本を一度に伐採すること・ 2間引きながら木を伐採すること

15年前、県の林業・本材産業の理想型の追求のため、5年の歳月をかけ、関係者との意見交換 

を積極的になし報告されたのが、国の「新生産システム推進対策事業」でした。しかしながら県 

は、皆伐による増産へと舵を切り、当然の結果として再造林経費を賄えず:半分以上が放置されて 

います。県の増産計画は、土砂災害に直結する皆伐ではなく、間伐による増産をどのように進め 

るか早急に議論すべきです。林業関係者だけでなく、県民からは県の林業施策を不安視する声が 

広がっています。知事の英断に期待をします。



災害からの危機管理

災害対策としての円滑な行政執行

森林は相続の際に移転登記されず所有者不明になる場合が特に多いといわれます。森林経営管 

理法が施行され、所有者不明の山林には特例措置も設けられております。これらの制度運用に 

は、林業知識•経験が求められ、市町村職員への負担増が否めません。県の十分な支援により、 

有効な制度運用が必要です。そこで、行政執行をするにあたっては代執行もその手法としてあり、 

全国的な課題となっている所有者不明も含め、土地や建物などの住民の資産を「危機管理」とい 

う視点での行政執行の積極・柔軟な対応の必要性、そして円滑な執行に向けた市町村へ支援が求 

められています。

空家法が施行され、放置への危険性から、本県では少なくとも12件が「特定空家」に認定され、 

そのうち所有者が不明であった2件のみが代執行による除却がなされました。ー"方、所有者が特定 

できる場合には、市町村は代執行に躊躇する傾向が見られます。「助言・指導•勧告」その後の 

「命令」と繋がりますが。期間の定めがありません。そこで、例えば県が「何ヶ月以上」などー 

定の目安を示すことも一つの方策と考えます。

国見山周辺における風力発電事業

保安林制度における手続きの是正を

再生可能エネルギーの普及は脱炭素社会の実現とエネルギー安全保障の観点から不可欠といえ 

ますが、持統可能性や地域にとって望ましい再エネかといった点からは課題をもたらしていま 

す。

当事業はR6.4に環境アセスが終了し、次のステップは保安林解除申請と聞いています。しかし現 

場では、県の許可の下すでに作業が始まっています。その事を詳しく知るため開示請求した「保 

安林内作業許可申請書」で、事業者および県の対応が、ずさんだったことが明らかになりまし 

た。県には、保安林制度に対する責任感と緊張感、現場状況に即した適切な判断が欠如してお 

り、結果として大臣権限である保安林解除を軽視していたといえ、是正を求めています。

盛土規制法による対応

R3年の静岡県熱海市での土石流災害を教訓に「危険な盛土を二度と許さない」という強い意志 

で盛土規制法が制定されました。

届出によると、現場には最大75mの危険性のある盛土が存在し、県による早急な対応を求めてい 

ます。

高知県だからこそできるスポーツ施策

サーフィンによるスポーツツーリズ厶振興

東京2020オリンピックから、サーフィンが新種目として採用されました。そして、サーフィン 

を核とした官民連携の取り組みが活発化しています。そこで、上質のサーフスポットを有する高知 

県の地の利を生かし、誘客施策への反映に向け、県外サーファーの動向調査を実施すべきです。



サーフィンによるライフスタイル移住で担い手確保

観光庁・スポーツ庁も、サーフィンによる地域の関係人口の創出に注目しています。すでに、,徳 

島県サーフィン連盟と徳島県病院部局は連携協定を締結し、県内の医療従事者の確保に努め、劫果 

が出ております。本県でも特色あるサーフィン大会を実施する市町村を支援することは、ライフス 

タイル移住による医療・介護•1次産業従事者などの担い手の確保にせ効果的です。


